
◆ 平成２９年度の概要

△

平成２７年３月に策定した第７次京都府高齢者健康福祉計画〔京都府高齢者居住安

定確保計画〕（介護保険事業支援計画を含む）の３年目となる平成２９年度の実施状

況について、府内各市町村からの報告を集計し、高齢者健康福祉圏域毎にとりまとめ

た。（一部のデータを除き、市町村別でも掲載）

《高齢者健康福祉圏域別の市町村一覧》

丹 後 ＝ 宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町

中 丹 ＝ 福知山市、舞鶴市、綾部市

南 丹 ＝ 亀岡市、南丹市、京丹波町

京都・乙訓 ＝ 京都市、向日市、長岡京市、大山崎町

山城北 ＝ 宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、久御山町、井手町、宇治田原町

山城南 ＝ 木津川市、笠置町、和束町、精華町、南山城村

１ 全般の状況

△

第１号被保険者数や要介護等認定者数は前年度を上回っており、認定率も伸びてい

る状況である。また、第1号被保険者数の性・年齢別人口構成の影響を取り除いた調

整済認定率でも、前年度を上回っている状況となっている。

△

介護給付費の支出総額は、前年度を上回る支出額となっており、受給者一人あたり

の給付月額の推移でも、各サービスともに前年度よりも上回る額となっている。

２ 主な指標についての分析

（１）要介護等認定の状況（P.7-P.11参照）

△

平成２９年度末の要介護等認定者数は、約１４万８千人。前年度末から約３千人の

増加となっている。（２．２％増：P.2表参照）

△

そのうち６５歳以上にあたる第１号被保険者は約１４万６千人で、府内の６５歳以

上高齢者約７２万９千人に占める割合（要介護等認定率）は２０.０％となっており、

前年度末の１９．７％から０.３ポイント上昇している。（P.2表参照）

△

要介護等認定者のうち、比較的軽度な方（要支援１～要介護２）の占める割合は約

６５．４％となっており、前年度と同割合となっている。（全国平均６５.１％）

△

平成３０年３月の１箇月間に実際に介護サービスを受けられた方は、約１２万人３

千人となっており、総合事業への移行により前年同月から約６千人減少した。

全要介護等認定者に占める割合（利用率）は８３.１％となっており、前年同月よ



り、約６.１％減少した。

△

平成２９年度のサービス受給率（２月サービス提供分まで）は、１１.４％となっ

ており、前年度と比較すると０.４ポイント減少した。

※受給率＝受給者数／第１号被保険者数

【京都府】

２８年度末 ２９年度末 増 減

要介護等認定者数

（第１号被保険者）ａ １４２，４９７人 １４５,６５２人 ３,１５５人

要介護等認定者数

（第２号被保険者） ２,５５４人 ２,５１８人 ▲３６人

合 計 １４５,０５１人 １４８,１７０人 ３，１１９人

第１号被保険者総数ｂ ７２２,６９６人 ７２９,４７８人 ６，７８２人

要介護等認定率

（ａ／ｂ×１００） １９．７％ ２０．０％ ０．３ﾎﾟｲﾝﾄ

要介護等調整済認定率 １９．９％ ２０．１％ ０．２ﾎﾟｲﾝﾄ

※要介護等調整済認定率＝第1号被保険者数の性・年齢別人口構成の影響を取り除いた認定率

【全 国】

２８年度末 ２９年度末 増 減

要介護等認定者数

（第１号被保険者）ａ ６,１８６,８６２人 ６,２８２,４０８人 ９５,５４６人

要介護等認定者数

（第２号被保険者） １３２,８６８人 １３０,３５２人 ▲２,５１６人

合 計 ６,３１９,７３０人 ６,４１２,７６０人 ９３，０３０人

第１号被保険者総数ｂ ３４,４０５,４３０人 ３４,８３５,２６２人 ４２９，８３２人

要介護等認定率

（ａ／ｂ×１００） １８．０％ １８．０％ ０．０ﾎﾟｲﾝﾄ

（２）介護給付費の状況（P.12-P.16参照）

△

平成２９年度の介護給付費（予防給付費含む）の支出額は、約２，１０５億円で、

前年度の約２，０４７億円と比べて、約５８億円増加している（２．９％増）。

△

介護給付費の主な内訳は、居宅サービスが４６.６％（約９８０億円）、地域密着型

サービスが１３.８％（約２９１億円）、施設サービスが３３.３％（約７００億円）

であり、地域密着型サービスの伸びが大きい（１１.１％増)。

また、介護給付費のうち予防給付費の総額は、約６８億円となっており、総合事業

への移行に伴い、前年度と比べて２９．３％減少した。

なお、予防給付費から総合事業へ移行した訪問型サービスや通所型サービスなど

の平成２９年度の事業費は、約３３億円となっている。



△

平成３０年３月中の受給者数の主な内訳は、居宅サービスが６８.７％（約８万５

千人）、地域密着型サービスが１４.１％（約１万７千人）、施設サービスが１７.２％

（約２万１千人）となっている（P.9、P.49参照）。

なお、予防給付サービス利用者は、サービス利用者全体の１２.２％（約１万５千

人）となっている（P.62参照）。

△

介護サービス別の支出状況をみると、居宅サービスでは、｢訪問リハビリテーショ

ン｣（１１．９％増）、「訪問看護」（１０．１％増）、「居宅療養管理指導」（１０．０

％増）、地域密着型サービスでは、｢定期巡回・随時対応型訪問介護看護｣（２４．１

％増）、「小規模多機能型居宅介護」（１８．５％増）、「地域密着型通所介護」（１７．

６％増）、「地域密着型介護老人福祉施設」（１７．２％増）などが大きく増加してい

る（P.15参照）。

（３）１人あたり保険給付額（P.17-P.20参照）

△

「第１号被保険者１人あたり保険給付額」は、居宅サービス及び施設サービスは全

国平均を上回り、地域密着型サービスは下回っている。

△

「要介護等認定者（第１号）１人当たり保険給付額」は、施設サービスでは全国平

均を上回り、居宅サービス及び地域密着型サービスは下回っている。

（４）介護サービスの利用状況（P.21-P27.参照）

① 居宅サービス

△

平成２９年度の主なサービスの利用件数については、多くのサービスで前年度を上

回っている。特に「訪問看護」（前年度比１１２.６％）が大きく増加している。

H28年度実績 H29年度実績 対H28年度比

訪問介護 5,361,689回 5,478,256回 102.2%

訪問入浴介護 98,441回 96,501回 98.0%

訪問看護 866,200回 975,571回 112.6%

訪問リハビリテーション 448,625回 498,929回 111.2%

通所介護 2,756,946回 2,918,180回 105.8%

通所リハビリテーション 840,130回 849,198回 101.1%

短期入所サービス 892,818日 895,760日 100.3%

特定施設入居者生活介護 2,590人/日 2,743人/日 105.9%

② 地域密着型サービス

△

平成２９年度の主なサービスの利用件数については、ほぼ全てのサービスにおいて

前年度を上回っている一方で、地域によって偏りが見られる。



H28年度実績 H29年度実績 対H28年度比

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 7,568人 8,612人 113.8%

夜間対応型訪問介護 12,569人 13,846人 110.2%

認知症対応型通所介護 198,773回 195,529回 98.4%

小規模多機能型居宅介護 30,262人 32,640人 107.9%

認知症対応型共同生活介護 2,950人/日 3,170人/日 107.4%

地域密着型特定施設入居者生活介護 282人/日 298人/日 105.5%

地域密着型介護老人福祉施設入所者 977人 1,094人 112.0%

生活介護

看護小規模多機能型居宅介護 2,007人 2,095人 104.4%

地域密着型通所介護 450,076人 530,233人 117.8%

③ 居宅サービス（介護予防）

△

平成２９年度の主なサービスの利用件数については、｢介護予防訪問リハビリテ

ーション｣（前年度比１２２．４％）と｢介護予防訪問看護｣（前年度比１１４．８

％）が前年度から大きく伸びている。

｢介護予防訪問介護｣と｢介護予防通所介護｣については、平成３０年３月末までに

全市町村で総合事業に移行したため、前年度からは大きく減少している。

H28年度実績 H29年度実績 対H28年度比

介護予防訪問介護 120,726回 57,585回 47.7%

介護予防訪問入浴介護 542回 493回 91.0%

介護予防訪問看護 68,216回 78,286回 114.8%

介護予防訪問リハビリテーション 36,250回 44,354回 122.4%

介護予防通所介護 130,010回 55,851回 43.0%

介護予防通所リハビリテーション 26,569回 28,170回 106.0%

介護予防短期入所サービス 8,929日 8,809日 98.7%

介護予防特定施設入居者生活介護 226人/日 232人/日 102.6%

④ 地域密着型サービス（介護予防）

△

平成２９年度の主なサービスの利用件数については、｢介護予防認知症対応型通所

介護｣（前年度比９６．１％）が前年度を下回っている一方で、｢介護予防認知症対応

型共同生活介護｣（前年度１３２．８％）が前年度を大きく上回っている。

H28年度実績 H29年度実績 対H28年度比

介護予防認知症対応型通所介護 1,032回 992回 96.1%

介護予防小規模多機能型居宅介護 2,411人 2,569人 106.6%

介護予防認知症対応型共同生活介護 644人 855人 132.8%



⑤ 施設サービス

△

平成２９年度の利用状況は、「介護老人保健施設」（前年同月比１００．９％）が前

年同月を上回っている。

H29.2実績 H30.2実績 対H29.2比

介護老人福祉施設 11,240人 11,223人 99.8%

介護老人保健施設 7,480人 7,544人 100.9%

介護療養型医療施設 2,822人 2,569人 91.0%

（５）事業所の指定状況（P.28-P.34参照）

△

平成１８年度の制度改正に伴い、介護予防サービス、地域密着型サービス、地域密

着型介護予防サービス事業所が新たに指定を受けたため、介護保険制度発足当初と

比較すると約９千箇所増加し、指定を受けた事業所は平成２９年度末で約１万４千

箇所となっている。

（単位：事業所、施設）

１２年４月１日 ２９年度末 増 減

居宅サービス事業所 ５,２８９ ６，６１０ １，３２１

介護予防サービス事業所 ５，９９１ ５，９９１

地域密着型サービス事業所 ７９７ ７９７

地域密着型介護予防サービス事業所 ４２１ ４２１

介 護 保 険 施 設 １８５ ２５２ ６７

合 計 ５,４７４ １４，０７１ ８，５９７

（６）事業者指定取消の状況（P.35参照）

△
平成２９年度に指定取消となった事業者は０件であり、介護保険制度発足から平成

２９年度末までに３２事業者が指定取消となっている。
△

これまでに指定取消となった事業者の区分を見ると、株式会社・有限会社が最も多

く、指定取消となった３２事業者のうち２３事業者と７割以上を占めている。

（７）第１号保険料の徴収状況（P.37参照）

△

６５歳以上の第１号被保険者から徴収する保険料の平成２９年度調定分の収納率

は、現年度分・滞納繰越分を合わせて９６.９％となっており、前年度より０．１ポ

イント上昇した。

普通徴収に限って見ると、現年度分は８９．７％（２８年度：８９.１％）、滞納繰

越分は１５．４％（２８年度：１６.４％）の収納率となっている。

（８）介護保険財政安定化基金の状況（P.38-P.39参照）

△

平成２９年度においては、各市町村の収支状況に大きな不均衡は発生せず、貸付を



必要とする市町村はなかった。（参考：平成２７年度及び平成２８年度は貸付なし、

平成２６年度は３保険者に対し、約６千万円の貸付を実施）

（９）介護保険審査会への審査請求の状況（P.40参照）

△

平成２９年度における審査請求件数は８１件（前年度２３件）であり、内訳は、要

介護認定に関するものが１０件、保険料に関するものが７１件であった。

△

審査結果は、却下が１件、認容が１件、棄却が７３件となっている。（残りの６件

については、年度末時点で審査中）

（１０）介護給付適正化の取組状況（P.41-P.42参照）

△

平成２９年度の府内市町村の介護給付適正化の取組状況は下記のとおりであり、ケ

アプラン点検等の取組が不十分となっている状況である。

事 業 実施市町村数

要介護認定の適正化 ２６

ケアプランの点検 １２

住宅改修・福祉用具 ２３

介護給付費通知 ４

医療情報との突合・縦覧点検 ２６

（１１）地域包括支援センターの設置状況（P.43参照）

△

平成１８年度から制度化された、地域住民の保健・医療・福祉の増進を包括的に支

援する地域の中核的機関である「地域包括支援センター」については、府内全市町村

に設置されており、平成２９年度末で合計１２６箇所(平成２８年度末：１２５箇所)

となっている。

（１２）介護支援専門員の養成状況（P.46参照）

△

平成２９年度末現在、介護支援専門員名簿に登録されている者は１５，７３７人と

なっており、前年度末から４０１人増加した。

（１３）介護員の養成状況（P.47参照）

△

平成２９年度末現在、介護員養成研修修了者は８１，９７４人となっており、前年

度末から約１千５百人増加した。

（１４）地域支援事業の実施状況（P.118-P.120参照）

△

平成１８年度から制度化された、総合事業、包括的支援事業、その他任意の事

業を行う「地域支援事業」については、府内全市町村で実施され、支出額は約８１億

円となっており、前年度から約２９億円増加した。




